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本研究では，新幹線整備が沿線自治体の人口や課税対象所得に与える影響を実証的に示すことを目的に，その因

果効果を推定する．分析では，傾向スコアを用いることで高速道路や在来線駅などが存在するといった交絡因子の

影響を排除し，新幹線開業のみの効果を算出する． 
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1. はじめに 
 

新幹線駅は在来線駅に比べ駅勢圏が広く，駅周辺の自

治体に与える影響は大きい．1964年の東海道新幹線開業

以来，我が国では新幹線のネットワークが拡大し続け，

50年以上にわたって多くの都市を結んできた．今後も，

北陸新幹線の大阪延伸や北海道新幹線の札幌延伸等が進

み，新たに新幹線駅が立地する自治体も，同様の影響を

受けることになる．従って，新幹線の駅が近くにできる

ことが，自治体にどのような影響を与えるかを定量化す

ることは重要である． 

さて，土木計画学分野でも因果推論の研究が見られる

ようになってきた1)．直近では高速道路や都市鉄道など

交通基盤整備が産業や社会経済に与える影響を因果関係

としてとらえ，実証的に分析した研究2-4)などがある． 

そこで本研究では，新幹線の開業効果について因果推

論の枠組みで分析し，社会経済に与える影響を定量化す

ることを目的とする． 

2．既存研究のレビューと本研究の位置づけ 
 

(1) 既往研究のレビュー 

新幹線に関する研究は，整備効果に着目した研究が多

くみられる．例えば，新幹線を整備している地域として

いない地域を比較した研究5)，新幹線の整備前後を比較

した研究6), 7)がみられる．現在新幹線が整備されている

地域に，新幹線が整備されていない場合を仮定し，整備

されていない場合と現状を比較することによって整備の

効果を検証している研究8) や，相対時間距離(地形図と時

間距離図を重ね合わせた結果を数量的に現す指標)から

新幹線の整備効果を検討したもの9)，九州新幹線の駅周

辺に関わる社会経済指標の推移を整理し駅の類型化を行

った研究10)もある．  

新幹線ではないが，鉄道駅の整備が市町村の人口の変

遷に与える影響に関する研究11)が行われている．そこで

は，鉄道整備が地域に及ぼす影響を長期的・全国的なデ

ータを用いて分析した．その結果，交通整備が地域の発
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展に影響を及ぼすという今まで常識として考えられてき

たことを，過去のデータから実証的に検証した． 

国外では，Talebianら12)は傾向スコアマッチングにより

カリフォルニア州が行ったアムトラック駅への経済的支

援が地域の人口と雇用に与える影響を評価した．この研

究では，郡レベルと市レベルで経済的支援を受けた群と

受けなかった群を傾向スコアマッチングにより共変量の

バランスを調整し，重回帰分析を行った．その結果，カ

リフォルニア州による経済的支援により整備が行われた

アムトラック駅がある市(郡)は，人々にとって魅力的な

沿線となり人口には正の影響がみられたが，地元の雇用

に対する影響は限定的であった．Jiaら13)の研究では，差

の差分析と傾向スコアマッチング―差の差分析(PSM-

DID)を用いて中国の高速鉄道が地域経済の発展に与える

影響は路線を比較した場合で異なるかということを検証

した．その結果，路線間で影響は異なり，中国の高速鉄

道建設が経済に正の影響を与えたことがわかった． 

 

(2) 本研究の位置づけと意義 

上述したように，新幹線の事後評価に関する既往研究

ではミクロな視点で施設効果を前後比較，地域比較，有

無比較を行ったものが多く行われている．しかしそれら

は地域や路線を絞ったものが多い． 

そこで本研究では，日本全国の全ての新幹線の路線を

対象とした．また，既往研究の抱える課題として，新幹

線開業による効果のみを把握することが出来ていないこ

とが挙げられたが，本研究では自治体が新幹線駅から受

ける社会経済的な影響を定量的に評価するために，傾向

スコアを用いて高速道路や在来線などの影響を排除した

新幹線開業による影響のみを定量的に示す評価手法を検

討した． 

これ以降では，分析の手法を概観し(第3章)，データ

の概要を示す(第4章)．そして，第5章で傾向スコアの推

定を行い，それを用いて，2種類の因果効果の推定，す

なわち，IPW推定量による開業効果の定量化(第6章)，傾

向スコアマッチングによる開業効果の定量化(第7章)を

論じる．そして第8章では結論と今後の課題を述べる．  

本研究の意義は，Rubinの枠組み14)で新幹線開業が沿線

自治体の人口に与える因果効果を定量的に分析すること

で，今後高速鉄道が整備される国内外の地域への示唆を

得ることにある． 

 

3．傾向スコアを用いた因果効果推定手法 15),16) 
 

一般的に，処置が無作為に割り当てられたランダム化

比較試験において因果推論を行うことは複雑ではない．

処置を与えられたものと与えられていないもののアウト

カムの差が処置効果の推定値となる．しかし，新幹線駅

は無作為に市町村に割り当てられているわけではないた

め，背景の特徴(交絡因子)，つまり新幹線駅が建設され

た市町村は系統的に新幹線駅のない市町村と異なり，純

粋にアウトカムの差を処置効果とすることは出来ない． 

このように無作為割付が不可能な状況において，ある

施策の効果を調べたい際には交絡因子(説明変数に影響

を与える共変量)の分布が説明変数の値によって異なる

可能性がある．共変量の影響を除去するためにこれまで

共分散分析などの手法が利用されてきたが様々な制約が

多いという欠点があり，本研究では傾向スコアを採用し

た． 

同じ傾向スコアを持つ2群のデータは，値を比較する

ことができる．よって本研究では傾向スコアを用いるこ

とで高速道路や在来線駅などが存在するといった交絡因

子(共変量)の影響を排除し，新幹線開業のみの効果を算

出する． 

 

4．分析に用いるデータの概要 
 

分析は，首都圏，政令指定都市，離島，福島県避難地

区を除外した日本全国の1387の市町村を対象とした． 

 因果推論の枠組みでいうところの，処置あるいは介

入は，当該市町村に新幹線駅があるかどうかである．実

際には，新幹線駅から5km圏内の市町村を処置群，新幹

線駅から5km圏外の市町村を対照群とする． 

処置のアウトカムとなる結果変数は，人口と課税対象

所得である．そして次章で述べる傾向スコアの算出に用

いる共変量として，在来線実延長を市町村面積で割った

もの，高速道路実延長を市町村面積で割ったもの，沿岸

部に位置するかどうか(ダミー変数)，豪雪地帯であるか

どうか(ダミー変数)，可住地面積割合，合併でできた市

であるかどうか(ダミー変数)，各地方であるかどうか(ダ

ミー変数)を用いる． 

これら変数の算出方法や出典を表-1に示す． 

そして，東北新幹線の上野―東京間が開通した1985年

を分析対象の開始年次として，以降2015年まで5年おき

に7つのデータセットを作成した．従って，7つの時点そ

れぞれで因果効果を推定することになる． 

 

5．傾向スコアの推定 
 

(1) 傾向スコアの概要 15),16) 

傾向スコアは，第i対象者の共変量(割り当て変数と結

果の両方に影響を与える変数)の値を𝑥௜，割り当て変数

(ある施策が行われるかどうかを示す変数)の値を𝑧௜とす

るとき，群1へ割り当てられる確率𝑒௜であり，式(1)で表

される． 

 𝑒௜ ൌ 𝑝ሺ𝑧௜ ൌ 1|𝑥௜ሻ  (1) 
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 (2) 傾向スコアの推定 

ロジスティック回帰分析を行うことにより傾向スコア

を求める．目的変数は，当該市町村に新幹線駅があるか

どうかのダミー変数(新幹線駅の半径5km圏内に位置する

市を1とした)であり，説明変数は，表-1の三行目以降に

示した共変量である．  

ロジスティック回帰分析の結果の一部を例として表-2

に示す．ここで，曲線下面積をロジスティック回帰分析

のパフォーマンスの評価指標として用いる．一般的に曲

線下面積が0.7以上であるとモデルのフィットは概ね良

いと言われている．本研究のロジスティック回帰分析で

は1985年から2015年までのモデル7つすべてが曲線下面

積は0.7を上回っていたため，モデルのフィットは良い

と言える．そこで，各分析年ごとに得られた回帰式を用

いて，各市町村の傾向スコアを計算した． 

 

6．IPW推定量による開業効果の定量化 
 

(1) IPW推定量の概要 15),16) 

IPW推定量とは「傾向スコアの逆数による重み付け平

表-1 分析に用いた変数 

 

変数名 定義 出典

新幹線駅(ダミー変数) 新幹線駅から5km圏内の市町村を1 鉄道時系列データ
1)

在来線実延長/総面積 鉄道在来線延長(km)÷市町村面積(km
2
) 鉄道時系列データ

1)

高速道路実延長/総面積 高速道路延長(km)÷市町村面積(km
2
) 高速道路時系列データ

1)

沿岸部(ダミー変数) 海に接している市町村を1 海岸線データ
1)

豪雪地帯(ダミー変数) 豪雪地帯である市町村を1 豪雪地帯データ
1)

可住地面積割合 可住地面積(km
2
)÷総面積 可住地面積割合

2)

合併(ダミー変数) 平成の大合併によりできた市町村を1 総務省市町村合併資料集

東北地方(ダミー変数) 東北地方であれば1

関東地方(ダミー変数) 関東地方であれば1

中部地方(ダミー変数) 中部地方であれば1

関西地方(ダミー変数) 関西地方であれば1

中国地方(ダミー変数) 中国地方であれば1

四国地方(ダミー変数) 四国地方であれば1

九州地方(ダミー変数) 九州地方であれば1

人口(人) 市町村別人口(人) 自治体別人口
2)

課税対象所得(千万円) 納税者1人当たりの課税対象所得(千万円) 自治体別納税者1人当たりの課税対象所得
2)

1)国土交通省国土政策局国土情報課「国土数値情報ダウンロードサービス」，2)e-Stat(政府統計の総合窓口)

1985 1990

Estimate Std. Error Estimate Std. Error

(Intercept) -1.99E+01 8.12E+02 -1.98E+01 8.10E+02

在来線実延長/総面積 6.30E-01 5.09E-01 8.60E-01 5.07E-01 .

高速道路実延長/総面積 4.53E+00 1.62E+00 ** 4.17E+00 1.42E+00 **

沿岸部 -6.13E-02 2.88E-01 8.08E-02 2.60E-01

豪雪地帯 -4.12E-03 3.30E-01 -1.96E-01 3.12E-01

可住地面積割合 8.14E-01 5.01E-01 9.28E-01 4.70E-01 *

合併 NA NA NA NA

東北地方 1.67E+01 8.12E+02 1.67E+01 8.10E+02

関東地方 1.69E+01 8.12E+02 1.68E+01 8.10E+02

中部地方 1.68E+01 8.12E+02 1.70E+01 8.10E+02

関西地方 1.60E+01 8.12E+02 1.57E+01 8.10E+02

中国地方 1.77E+01 8.12E+02 1.77E+01 8.10E+02

四国地方 -9.85E-02 1.38E+03 -3.13E-01 1.37E+03

九州地方 1.47E+01 8.12E+02 1.44E+01 8.10E+02

AIC 532 583

曲線下面積 0.786 0.798

sample数 1387 1387

2015

Estimate Std. Error

-2.04E+01 7.96E+02

3.51E+00 7.92E-01 ***

2.69E+00 1.26E+00 *

-1.96E-01 2.17E-01

2.36E-01 2.75E-01

8.35E-01 4.52E-01 .

1.21E+00 2.20E-01 ***

1.72E+01 7.96E+02

1.65E+01 7.96E+02

1.69E+01 7.96E+02

1.53E+01 7.96E+02

1.73E+01 7.96E+02

-6.57E-01 1.33E+03

1.70E+01 7.96E+02

750

0.800

1387

表-2 ロジスティック回帰分析の結果の例(1985,1990,2015年) 

***) 0.1%有意，**) 1%有意，*) 5%有意，.) 10%有意 
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均を用いた因果効果の推定量」であり，式(2)に示す処

置群の結果変数の周辺期待値と対照群の結果変数の周辺

期待値の差で求められる．なお，式 (2)における

i(=1,2,...,N)は市町村の数，𝑧௜は新幹線駅の有無(ダミー変

数)，𝑒௜は傾向スコア，𝑦ଵ௜は処置群の結果変数，𝑦ଶ௜は対

照群の結果変数である． 

𝐸෠ሺ𝑦ଵሻ ൌ
∑ 𝑧௜𝑦ଵ௜

𝑒௜
ே
௜

∑ 𝑧௜
𝑒௜

ே
௜

 

𝐸෠ሺ𝑦ଶሻ＝
∑ ሺ1 െ 𝑧௜ሻ𝑦ଶ௜

1 െ 𝑒௜
ே
௜

∑ ሺ1 െ 𝑧௜ሻ
1 െ 𝑒௜

ே
௜

 

 𝐼𝑃𝑊推定量ൌ 𝐸෠ሺ𝑦ଵሻ െ 𝐸෠ሺ𝑦ଶሻ (2) 

 

(2) IPW推定量による開業効果の定量化 

第5章で推定された傾向スコアを用いて，各分析年に

おいてIPW推定量を求める．結果変数は，人口と課税対

象所得の2種類である． 

a) 人口に与える効果 

図-1に，IPW推定量法を用いて求めた新幹線開業によ

る人口の差を示す．この図から，市町村が新幹線駅の近

くに有る場合，無い場合に比べて5.5万人から8.0万人の

差が生じていることがわかる．特に1985年から2005年に

かけて人口の差は大きくなり，2010年からはやや少なく

なった． 

b) 課税対象所得に与える効果 

図-2に，IPW推定量法を用いて求めた新幹線開業によ

る納税者一人当たりの課税対象所得の差(単位:万円)を示

す．この図から，新幹線駅が有る市町村と無い市町村と

で，課税対象所得の差は8.7万円~18.0万円程度あること

がわかる．この差は1990年が最も大きく，その後は減少

していくものの常に正の値である．そして2010年から増

加している． 

 

7. 傾向スコアマッチングによる開業効果の定量化 
 

(1) 傾向スコアマッチングの方法 

第5章で推定された傾向スコアを用いて，マッチング

を行う．各分析年ですべての市町村の傾向スコアが計算

できるので，処置群に含まれる各市町村の傾向スコアに

最も近い傾向スコアを持つ市町村が対照群から抽出され

る．つまり，分析年ごとに，処置群に含まれる市町村数

の2倍の（処置群と対照群に同じ数の市町村が入った）

データセットができる． 

 

(2) 傾向スコアマッチングによる開業効果の定量化 

上記のようにマッチングされたデータセットについて，

平均処置効果（ATE: Average Treatment Effect）である，処

置群と対照群で結果変数の平均の差を計算する．結果変

数は，人口と課税対象所得の2種類である． 

a) 人口に与える効果 

図-1に人口を結果変数とした平均処置効果を示す．こ

の図から，新幹線駅が近くに立地する市町村の人口は，

そうでない市町村に比べて5.5万人から7.0万人多いとい

うことがわかる．そしてその結果は，1990年と2000年以

外はIPW推定量法で求めたものと同様の増減傾向を示し

た． 

b) 課税対象所得に与える効果 

図-2に課税対象所得を結果変数とした平均処置効果を

示す．この図から，1985年から2005年までは負の値，す

なわち新幹線駅が有る市町村より無い市町村の方が，課

税対象所得が6.5~16.7万円程度多いということがわかる．

すなわち，IPW推定量によるものとは逆の結果になった． 

 

8. おわりに 
 

本論文では，新幹線整備が沿線自治体の人口や課税対

象所得に与える影響を実証的に示すことを目的に，その

因果効果を推定した．分析では，傾向スコアを用いるこ

とで高速道路や在来線駅などが存在するといった交絡因

子の影響を排除し，新幹線開業のみの効果を算出した．

その結果，市町村人口については，IPW推定量による開

業効果は，平均処置効果によるものと同様で，正の値を

取り，5.5万人から8.0万人と推計された．一方で，納税

者一人当たりの課税対象所得については， IPW推定量に
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図-1 新幹線開業が人口に与える因果効果 図-2 新幹線開業が課税対象所得に与える因果効果 
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よる開業効果は8.7万円~18.0万円程度の正の値が推計さ

れたが，平均処置効果によるものは負の値が推計された．

この結果の違いは，傾向スコアによってマッチングされ

た市町村の抽出によるものであると推察される．したが

って，マッチングによってサンプルのバランスがどのよ

うになっているかを把握したうえで，結果を解釈するこ

とが必要である．  
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EVALUATING THE IMPACTS OF SHINKANSEN ON LOCAL POPULATION 
BY PROPENSITY SCORE 

 
Riho OCHIAI, Shintaro TERABE, Hideki YAGINUMA,  

Kosuke TANAKA, and Nan KANG  
 

Many stations of Shinkansen have been constructed since the Tokaido Shinkansen line, the first 
Shinkansen line that started operation in1964. The opening of Shinkansen effects on local municipality 
across wide regions. We examined quantitative evaluations about opening of Shinkansen stations. We fo-
cused on local population and taxable income of each mucipality. Inverse probability weighting estimates 
and average treatment effect after propencity score matching were compared. Result showed that inverse 
probability weighting estimates give similar causal effect, whereas average treatment effect give opposite 
estimates. We need to cafefully discuss this result due to the balance of matched dataset. 
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